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第１章 経営戦略策定の基本事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 水道事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【経営戦略策定の趣旨】 

古河市の水道事業は、平成 17年９月、１市２町

の合併による新古河市の誕生後、旧地区ごとに古

河地区水道事業、総和地区水道事業、三和地区水道

事業をそれぞれ引き継いで運営していましたが、

平成21年より３地区の水道事業を統合した新たな

「古河市水道事業」がスタートし、水の安定供給に

努めてまいりました。 

 水道事業を取り巻く環境は、近年の人口減少社

会の到来や施設の老朽化、東日本大震災をはじめ

とする災害に対する危機管理対策など大きく変化

しています。本市においても高度成長期に整備し

た水道施設の老朽化が進み、施設更新や耐震化に

多額の事業費を要する一方で、人口減少や節水機

器の普及等による水需要の減少から、今後の経営

環境はますます厳しくなっていくものと見込まれ

ます。 

 このような状況の中、水道施設や管路の計画的な更新を進めるためには、経営基盤を強化する取組み

を一層推進していくことが必要となります。これまでの市民生活や経済活動を支えてきた水道事業を将

来にわたって安定的に継続していくため、中長期的な経営の基本計画である「古河市水道事業経営戦略」

を策定するものです。 
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図１ 経営戦略のイメージ 

【給水状況】 

 本市の給水人口は、平成 28年度に人口の増加が

見られましたが、全国的な人口減少傾向は古河市に

おいても同様に人口減少が見られます。 

また、給水量は令和２年度の新型コロナウイルス

の感染拡大により、在宅勤務等のライフスタイルの

変化による増加が見られましたが、長期的な視点で

は給水人口の減少、節水機器の普及により減少傾向

になることが予測されます。このことから、料金収

入は減少し、水道事業の運営は厳しくなっていくこ

とが見込まれます。 
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令和４年３月 

令和４年度～令和 13年度 
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第３章 将来の事業環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施設状況】 

これまでの水道施設は、給水人口や給水量の増

加に対応するための建設・拡張を行ってきました

が、今後は、維持管理や更新、耐震化を中心に、

老朽化した施設を健全な状態に維持することが

必要です。それらに係る費用は膨大なものになる

ことから、施設の統合やダウンサイジングを図る

など、適切な事業規模や配置の検討が必要です。

また、定期的な保守点検による長寿命化を図り、

実態に即した更新基準を見直すことで、効率的か

つ効果的な更新計画が必要となります。 

 水道管路の延長は約 1,000ｋｍで、古河地区が昭和 48 年から昭和 55 年に、総和・三和地区は昭和 63

年から平成 10 年にかけて一斉に整備されています。古河地区は管路の法定耐用年数を超えており、総

和・三和地区は 20年後には耐用年数のピークを迎えることになります。 

 

 

図３ 管路の布設年度別延長 

 

【給水人口の予測】 

給水人口は、上位計画との整合性を図るため、

「第 2 次古河市総合計画第Ⅱ期基本計画 2020～

2030」の行政区域内人口の推計値と時系列分析に

より、給水区域内人口を予測し、給水普及率を乗

じて算出します。その結果、令和 13 年度には令

和２年に比べ 5.1％減少する見込みとなります。 

なお、給水区域には、野木町の一部区域が含ま

れています。 

 

【水需要の予測】 

有収水量は時系列傾向分析により、生活用水

量、業務・営業用水量、工業用水量、その他用水

量の用途別に算出しました。 

人口減少の影響や厳しい経済状況のなか水需

要は今後減少すると見込まれます。そのため、今

後は施設更新時に合わせて、ダウンサイジングを

図る必要があります。 
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図４ 給水人口の推移と将来推計 
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第４章 経営の基本方針 

 

第５章 投資・財政計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【財源試算】 

 財源試算は、将来の事業環境予測による給水人口の推移を給水収益に反映させるとともに、建設投資

計画に基づく国庫支出金や負担金、企業債等、想定される収入をすべて計上しました。 

【投資計画】 

投資試算は、計画期間内において実施が見込まれる建設改良事業を捕捉するとともに、思川開発事業

の完了に伴う水源開発負担金やダムの維持管理負担金、その他施設維持管理費等、想定される支出をす

べて計上しました。 

 

 

ピーク時の債務償還可能年数15.5年

図６ 損益の見通し 

図７ 企業債残高の見通し 

人口減少に伴う給水収益の減少や思川開

発事業に係る水源開発負担金等の財政需要

の増加により、令和 7年度以降、財源不足に

より赤字が発生するとともに、利益剰余金が

減少に転じるなど、厳しい経営状況が見込ま

れます。 

令和６年度末以降、思川開発事業に係る割

賦負担金（元金）の増加により、実質的な企

業債残高は約２倍に増加が見込まれます。ま

た、実質債務が償還財源の何年分かを表す

「債務償還可能年数」は財政悪化のラインと

される 15年超が見込まれます。 

水質管理体制の強化を
目指します。 
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第６章 経営戦略の事後検証・更新等 

 

 

 

ＰＤＣＡサイクルを基本として、毎年度進捗管理（モニ

タリング）を行います。 

 経営戦略の計画期間は令和４年度～令和 13 年度の 10 年

となっていますが、５年後の令和８年度に見直し（ローリ

ング）を行い、経営戦略の投資・財政計画に対する実績と

の乖離を検証し、必要な見直しを行っていきます。 

また、他市町村との広域連携により、経営形態に変化が

生じる場合には、必要な見直しを行っていきます。  図８ PDCAサイクルイメージ 

計画のステップアップ 

 

 

 

 

健全で強靭な水道事業を持続していくために、老朽化した管路を計画的に更新していくことで有収率を向上させ、給水の効率

化を図ります。

管路更新による有収率の向上取組１

今後、人口減少に伴い、水の使用量も減少していくことが予想されるため、水道施設の更新を検討する際には、周辺の水道施

設・設備との統廃合（ダウンサイジング）や性能の合理化（スペックダウン）の検討を行っていきます。また、過剰投資や重

複投資を精査することでムダを省きます。

投資資産の再検討取組２

茨城県が主体となって進める広域連携の検討に積極的に参加し、県西地域の事業体や栃木県野木町との施設の共同利用や経営

統合について研究します。

広域連携取組３

給水人口減少に伴い、水道事業の根幹的収入である料金収入の減少は確実に見込まれます。経費削減をはじめとした経営努力

を行ってもなお発生する財源不足を解消するため、適切な水道料金のあり方を検討します。

適切な料金の検討取組４

取組み

【健全経営への取組み】 

給水人口減少による収入の減少や安定水利権の取得に伴う思川開発事業に係る負担金、施設老朽化に

伴う更新等の財政需要の増加が確実に見込まれるため、引き続き健全な経営を維持するための取組みを

直ちに実行する必要があります。 

そこで、給水人口減少や安定水利権取得に伴う水源開発費用負担の発生等の経営悪化予測に対して、

次の３つの財政目標を設定し、４つの取組みを実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 


